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事業事前評価表 

 

農業・農村開発第一グループ第三チーム 

国際協力機構経済開発部農村開発第一グループ 

１．案件名                                                           

国 名： スリランカ民主社会主義共和国（スリランカ） 

案件名：ジャフナ大学農学部による乾燥地域農業の教育・研究能力向上プロジェクト 

英名：Project for Research and Education Capacity Improvement in Dry Zone Agriculture at University 

of Jaffna 

２．事業の背景と必要性                                                  

（１）当該国における農業セクター／北部州の開発の現状・課題及び本事業の位置付け 

スリランカ北部州は内戦終結以降、基幹インフラの整備・改善は徐々に進んでいるものの、コロンボを

擁する西部州等との格差を是正するためには、更なる社会基盤強化、社会経済活動の活性化が必要と

されている。特に、同地域において農畜産業は主要産業であり、住民の重要な生計手段であるが、農業

関連インフラや農学知識の不足に加え、干ばつや洪水被害を受けやすく気候変動に脆弱な地域である

ことから、地域住民の生活の安定と向上を達成するには、農業生産性の向上及び気候変動への適応力

の向上が重要な課題となっている。これらの課題に対しスリランカ政府は国家農業政策に基づいて、農業

生産性の向上、農村住民の経済発展、農業の国際競争力の向上、生活の改善、気候変動への耐性の

向上に重点的に取り組むこととしている。また、スリランカ政府の高等教育政策において、大学教育の強

化（研究者育成のための大学院教育、認定学位・質保証の強化）の方針に変更はない。 

ジャフナ大学（University of Jaffna: UOJ）は、北部州で唯一農学部を擁する高等教育機関であるが、同

大農学部は、質の高い教育、先進的な研究、地域での知識普及を通じ、農業技術及び農産業分野にお

ける質の高い人材を輩出することを目的としている。同学部の本校舎はキリノッチに所在するが、1996 年-

2014 年までは内戦の影響で同大学のジャフナ校舎に一時移転し、他学部の施設・設備等を借用して運

営され、2014 年にキリノッチへ再移転後も施設は貧弱で、学生に提供できる実習・実験の機会は限られ、

乾燥地農業の研究活動も限定的であった。このような状況下、JICAはスリランカ政府からの要請を受けて、

2016 年から 2021 年にかけて「ジャフナ大学農学部研究研修複合施設設立計画（無償資金協力）」を実

施し、研究棟、試験圃場などの建設と機材の整備及び実験・実習科目のシラバスの改善などのソフトコン

ポーネントに関する支援を行った。 

 

（２）農業セクター／北部州に対する我が国及び JICAの協力方針等と本事業の位置づけ 

我が国の「対スリランカ民主社会主義共和国国別開発協力方針」（2018年 1月）では、重点分野「包摂

性に配慮した開発支援」において、開発が遅れている地域の産業発展を通じた生計向上に向け、農業

分野を中心とした産業育成・関連インフラ整備を支援するとの協力方針を定めている。また、開発課題

「農村地域の社会経済環境の改善」の一環として、「農漁村振興プログラム」を実施しており、灌漑施設の

整備や営農技術の改善を通して農業生産性の向上を支援するとともに、酪農や野菜等の選択的生産拡

大や食の安全性の改善を通して、商業的農業の推進を支援している。また、「対スリランカ民主社会主義

共和国 JICA 国別分析ペーパー」（2020 年 3 月）では、「包摂性・脆弱性に配慮した開発支援」を重点分

野としており、本事業は地方部における産業活性化及び地域格差の是正、並びに災害リスク削減のため
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の事前投資の推進・人材育成・組織強化や、気候変動に対する脆弱性の克服にも寄与するものと位置付

けられている。さらに、JICA 課題別事業戦略（グローバル・アジェンダ）「農業・農村開発（持続可能な食

料システム）」では、「持続的且つ包摂的な農業・農村開発を推進し、農業（水産業・畜産業を含む）及び

関連産業（加工・流通業等）を振興することによって、農家の所得向上及び農村部の経済活性化を通じ

農村部の貧困削減を実現するとともに、食料の安定的な生産・供給を通じ食料安全保障を確保すること」

を目指しており、本事業は当該セクターの課題解決に資する有能な人材を輩出する基盤を強化すること

で、目標の達成への貢献が期待される。 

なお、本事業は SDGs のゴール１「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」、ゴール 2「飢餓

を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する」及びゴール 13「気候変

動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる」等に貢献するものである。 

 

（３）他の援助機関の対応 

他ドナーの支援の中では、世界銀行による「農業セクター近代化プロジェクト」（2016～2022 年）におい

て、北部州を含む貧困度が高い地域の小規模農家を対象とした Farmer Business School（FBS）等が実施

されている他、EUは、2018年より「農業近代化に向けた技術協力プログラム（TAMAP）」を実施しており、

北部州の農家も対象となっている。また、世界銀行による「高等教育プロジェクト」Higher Education for the 

Twenty-first Century (HETC) (2012~2019) お よび Accelerating Higher Education Expansion and 

Development (AHEAD)（2017~2023）の支援により同国における大学のカリキュラムの改善が 2019 年に

実施されている。 

 

３．事業概要                                                          

(1) 事業目的 

本事業は、ジャフナ大学農学部において、教育・研究・運営に係る体制強化と人材育成を行うことによ

り、同学部の実践志向の教育・研究基盤の強化を図り、もって北部州農業に関する課題解決に寄与する

質の高い人材の輩出を目指すものである。 

(2) プロジェクトサイト／対象地域名 

ジャフナ大学農学部（Faculty of Agriculture）、北部州 

(3) 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：ジャフナ大学農学部の教職員 

最終受益者：ジャフナ大学農学部の学生、北部州の農家 

(4) 事業スケジュール（協力期間） 

第一段階 2022年 6月～2022年 12月を予定（計 6カ月）0.5年 

第二段階 2023年 1月～2027年 6月を予定（計 54カ月）4.5年 

(5) 総事業費（日本側） 

約 3.8億円 

(6) 相手国側実施機関 

ジャフナ大学農学部 

(7) 投入（インプット） 



 

9 

 

1）日本側 

① 専門家派遣（合計約 210M/M） 

長期専門家：チーフアドバイザー／大学運営、農業研究／農業教育、業務調整 

短期専門家：教育改善、研究強化、アウトリーチ強化 

② 研修員受け入れ：本邦研修／第三国研修（大学運営、教育・研究・アウトリーチ強化） 

③ 機材供与：活動用車両、実践志向の教育・研究に必要な機器等 

④ 現地活動費（ローカルコンサルタント、現地スタッフとの契約等） 

2）スリランカ国側 

① カウンターパートの配置：プロジェクト・ディレクター（ジャフナ大学副学長）、プロジェクト・マ

ネージャー（ジャフナ大学農学部長）、プロジェクト技術委員会（ジャフナ大学農学部 6学科の

学科長、農場長、コンピューター・ユニット及び農学部図書館の代表、その他） 

② 案件実施のためのサービスや施設（プロジェクト事務所、家具、光熱・インターネット

通信費）、現地経費の提供 

(8) 他事業、他援助機関等との連携・役割分担 

１）我が国の援助活動 

畜産学科への教育・研究の強化の成果を北部州の畜産支援に効果的に繋げるために、同地域

で実施中の「北部州酪農開発プロジェクト（2019 年～2024 年）」と活動の進捗を共有し、活動の連携

を検討する。 

２）他援助機関等の援助活動 

本事業においては、ジャフナ大学農学部への支援の中で、地域の農家に裨益するアウトリーチ活

動も実施することから、北部州を含む地域の農家を対象とした世界銀行及び EU による支援のプロ

グラムとは、適宜情報交換及び協議を行いながら連携の可能性を検討する。 

(9) 環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 

１） 環境社会配慮  

①  カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、環境への望ましく

ない影響は最小限であると判断されるため、カテゴリ Cに該当する。 

③ 環境許認可 

④ 汚染対策 

⑤ 自然環境面 

⑥ 社会環境面 

⑦ その他・モニタリング 

２） 横断的事項： 

３） ジェンダー分類：  

＜活動内容／分類理由＞本事業におけるジェンダー平等や女性のエンパワーメントに資する具

体的な取り組みについては引き続き協議する。 

(10) その他特記事項 

特になし 
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４．協力の枠組み                                                       

（１）上位目標 

乾燥地域農業における農業生産性及び気候変動への適応性の向上に資する質の高い人材がジャフ

ナ大学農学部から輩出される。 

指標及び目標値： 

1. ジャフナ大学農学部卒業後に農業分野（政府、民間企業、高等教育機関）に就業した卒業

生が、2023年度の XX名と比較して、2030年度までに XX名に増加する。 

2. 乾燥地域農業における農業生産性及び気候変動への適応性の向上に関連するジャフナ大

学農学部の学術貢献（学術論文、アブストラクト/プロシーディング、書籍）が、2022 年度の 69

編と比較して、2030年度までに XX編に増加する。 

3. ジャフナ大学農学部の戦略的マネジメント５カ年計画及び活動計画が、継続的に実施され、

定期的に改訂される。 

（２）プロジェクト目標 

ジャフナ大学農学部において実践志向型教育・研究の基盤が強化される。 

指標及び目標値： 

1. 学術貢献（学術論文、アブストラクト/プロシーディング,書籍）の数が、2022 年度の 69 編から、

2027年度までに XX編に増加する。 

（３）成果 

計画フェーズ 

成果１：ジャフナ大学農学部の教育、研究、社会連携／アウトリーチ及び運営を改善するための実施体

制と活動方針が整備される。 

指標及び目標値：実施フェーズにおける教育、研究、社会連携／アウトリーチ及び運営に係る活動計画

が策定される。 

実施フェーズ 

成果２：アカデミックスタッフの実践志向型教授能力が改善される。 

成果３：乾燥地域農業の課題等に関する研究を通じて、アカデミックスタッフの研究能力が強化される。 

成果４：社会連携／アウトリーチの活動が強化される。 

成果５：教育・研究を推進するための組織運営体制が改善される。 

指標及び目標値： 

指標２-１：ピアレビューによる講師の教授能力評価の平均値が、2021/2022年の 4.5から増加する。  

指標２-２：学生フィードバックによる教師の教授能力評価の平均値が、2021/2022年の 4.5から増加する。  

指標３-１：インデックス付きジャーナル論文数が、2022年の 11編から 2027年までに XX編に増加する。 

指標３-２：外部研究資金の獲得が、2027年までに XX件に増加する。 

指標４-１：民間企業、地域社会へのアウトリーチに係るプロポーザルが 2027年までにXX件に増加する。 

指標４-２：学生が参加できるアウトリーチ活動が 2027年までに XX件に増加する。 
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指標５-１：2027 年時点において、すべての機材の操作及び保守が管理台帳の適切な利用によって行わ

れている。 

指標５-２：教職員開発センター（SDC）において、ノンアカデミック職員向け学科管理研修を定期的に実

施する。 

（４）活動 

計画フェーズ 

活動１-１：本事業の調整・計画・実施のためのワーキング・グループと、効率的なプロジェクト活動のため

のプロジェクト技術委員会（Project Technical Committee: PTC）の設置。 

活動１-２：ベースライン調査の実施と、農学部の現況の分析。 

活動１-３：農学部の教育、研究、社会連携／アウトリーチ及び運営を強化するためのワークショップの開

催。 

活動１-４：４.５年間のプロジェクトに係る効果的な指標を設定した詳細な活動計画の策定。 

実施フェーズ 

活動２-１：現存の学習教材を改良し、教科書を作成する。 

活動２-２：教授方法に係る能力開発研修を実施する。 

活動２-３：実験室および機材の使用を改善する（機材の標準操作手順(SOP)および操作マニュアルを作

成する）。  

活動３-１：論文の書き方や研究成果の印刷公表に係る能力向上研修を実施する。 

活動３-２：共同研究（ジャフナ大研究ショーケース、セミナー、ネットワーキング等）の推進。 

活動３-３：各学科の研究戦略（ワークショップ、セミナー、研修等）を策定する。  

活動４-１：アウトリーチ委員会の役割と責任を明確にする。  

活動４-２：行政機関、地域社会、民間企業との社会貢献活動を推進する。 

活動４-３：アウトリーチ活動への学生の参加機会を増やす。 

活動５-１：教育研究活動における学科運営を改善する。 

活動５-1-１：機材管理と学科運営システムを改善する。 

活動５-1-２：アカデミック・サポート・スタッフ向けに現存の機材に係る技術研修を実施する。 

活動５-２：SDCにおける農学部教職員研修プログラムを支援する。                          

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                                        

（１）前提条件 

「プロジェクトの活動を制限するような治安または感染症などによる障害が発生していない。」 

（２）外部条件 

（プロジェクト目標レベル） 

「スリランカ政府が高等教育及び農業政策に関する極端な政策変更を行わない。」 

（成果レベル） 

「ジャフナ大学及び同大学農学部の教育・研究方針が維持される。」 

「技術協力プロジェクトに関連する税制・税政策に変更がない。」   

「教員が流出しない。」 
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（活動レベル） 

「ジャフナ大学農学部が同じ戦略計画を維持する」 

「必要な燃料と資機材が確保されている。」 

６．評価結果                                                            

本事業は、スリランカの高等教育政策、農業政策並びに我が国及び JICA の協力方針と十分に合致し

ており、ジャフナ大学農学部の実践的な教育・研究基盤が強化されることにより、北部州の農畜産業及び

気候変動の課題への対応力を持った人材が同学部から排出され、それらの課題が解決に向かうことで、

農畜産業の生産性向上にも資することが期待されることから、事業を実施する必要性は高い。 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                                      

ミャンマーの「イエジン農業大学能力向上プロジェクト」（2015年～2021年）においては、農学知的支援

ネットワーク(JISNAS)の推薦を受けた大学教員等関係者から組織される国内支援委員会を設置し、

JISNAS の組織的かつ継続的な支援の下に協力を実施するとともに、当該事業の持続性の確保に向け、

我が国の大学とイエジン農業大学との大学間協力への発展を見据えた運営を図ったことが効果的であっ

た。本事業においても JISNAS からの推薦をもとに国内支援委員会を設置し、JISNAS と連携を取り、支

援と協力を受けながら実施することを想定している。 

８．今後の評価計画                                                         

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始後 2.5年後 中間評価 

事業終了 6ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 
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第 1 章 詳細計画策定調査の概要 

1-1. 調査の背景 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」）の北部州は、2009 年の内戦終結

以降、基幹インフラの整備・改善は徐々に進んでいるものの、更なる生活基盤強化、社会経

済活動の活性化が必要とされている。特に、同地域において、農畜産業は主要産業であり、

住民の重要な生計手段であるが、農業関連インフラや知識の欠如に加え、同地域は干ばつや

突発的な洪水被害を受けやすい気候変動に脆弱な地域でもあることから、農業生産性の向

上及び気候変動への適応力の向上が重要な課題となっている。 

ジャフナ大学は北部州（州都ジャフナ）で唯一農学部を擁する高等教育機関であり、農学

部は質の高い教育、先進的な研究、地域への普及を通じ、農業技術及び農産業分野における

質の高い人材を輩出することを目的としている。同学部の本校舎はキリノッチ県（ジャフナ

から南へ約 60km）に所在するが、1996 年から 2014 年までは内戦の影響で同大学のジャフ

ナ校舎に一時移転をし、他部の設備を借りて運営をしてきたため、実験・実習、及び研究に

必要な施設や機材が限られており、学生に提供できる実習・実験の機会や乾燥地農業の研究

活動も限定的であった。 

このような状況の下、JICA はスリランカ政府からの要請を受けて、2016 年から 2021 年

にかけて「ジャフナ大学農学部研究研修複合施設設立計画（無償資金協力）」を実施し、研

究棟、試験圃場などの建設と機材の整備及び実験・実習科目のシラバス改善などに関する支

援を行った。その後、スリランカ政府により、同無償資金協力で供与された施設及び機材を

継続的に活用して、同大学の教育・研究基盤及び大学運営の強化を図ることを目的とした、

本技術協力プロジェクトが要請された。同要請を受けて、2021 年 10 月に基本計画策定調査

が実施され、二段階方式による技術協力プロジェクトを活用した案件枠組みが合意され、

2022 年 6 月より本技術協力プロジェクトの計画フェーズが開始された。 

1-2. 調査の目的 

本調査の目的は、2021 年 10 月に遠隔で実施された基本計画策定調査の結果を踏まえ、計

画フェーズで活動中のカウンターパートや専門家と協議を行い、追加情報の収集と整理・分

析、実施体制や成果、活動等プロジェクトの内容を確認し、実施フェーズに向け関係者間で

協議議事録（Minutes of Meetings: M/M）を合意し、案件の事前評価を行うことである。 

1-3. 調査団構成 

調査団の構成は以下のとおり。 

担 当 氏 名 所 属・役 職 

団長 大嶋 健介 
JICA 経済開発部 
農業・農村開発第一グループ第三チーム課長 

大学支援 浅沼 修一 JICA 経済開発部 特別嘱託 

評価分析 中村 美都子 国際航業株式会社 コンサルタント 

協力企画 市川 陽子 
JICA 経済開発部  
農業・農村開発第一グループ第三チーム 
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1-4. 調査日程 

本調査は 2023 年 1 月 12 日（木）から 2 月 2 日（木）（JICA 団員は 1 月 21 日（土）から）

まで 21 日間実施された。詳細日程は付属資料 2 の通りである。 

1-5. 主要面談者 

所属 氏名 職位 

Ministry of Education 

Higher Education Section 

Ms. Deepa Liyanage Additional Secretary 

(Development) 

Ministry of Education 

Higher Education Section 

Mr. G.M.R.D. Aponsu Director, Strategic Planning 

and Policy Research Division 

Ministry of Finance 

Department of External 

Resources (ERD) 

Mr. Sampath Manthrinayake Additional Director General 

University of Jaffna Prof. S. Srisatkunarajah Vice-Chancellor 

University of Jaffna  Dr. S. Vasantharuba Dean, Faculty of Agriculture 

(FOA) 

PROCEDA-UOJ Dr. Ogata Kazuo Chief Advisor 

PROCEDA-UOJ Dr. Usami Koichi Expert 

PROCEDA-UOJ Ms. Takayama Misako Project Coordinator 

JICA Sri Lanka Office  Mr. Yamada Tetsuya Chief Representative 

JICA Sri Lanka Office Ms. Ide Yuri Senior Representative 

JICA Sri Lanka Office  Mr. Prasad Nissanka Senior Project Specialist 

JICA Sri Lanka Office  Ms. Ito Yukiko Representative 

 

第2章 プロジェクト実施の背景 

2-1. スリランカにおける農業セクター／北部州の開発及び農業の現状と課題 

スリランカ北部州は内戦終結以降、基幹インフラの整備・改善は徐々に進んでいるものの、コロ

ンボを擁する西部州等との格差を是正するためには、更なる社会基盤強化、社会経済活動の活性

化が必要とされている。北部州の人口は約126万人（2022年1）、約 85％が農村部に暮らしている。

特に、同地域において農畜産業は主要産業であり、住民の重要な生計手段であるが、農業関連イ

ンフラや、優良種子、農学知識の不足に加え、干ばつや洪水被害を受けやすく気候変動に脆弱

な地域であることから、地域住民の生活の安定と向上のため、農業生産性の向上及び気候変動へ

の適応力の向上が重要な課題となっている。スリランカ政府は、国家農業政策（National 

Agricultural Policy: NAP、2021 年 3 月改訂）の中で、生産性向上を重点政策とするという観点か

ら、農村住民の経済発展、農業の国際競争力の増大、生計の改善、気候変動への対応力向上に

取り組むとしている。また、公共投資計画 2021-2024（Public Investment Plan: PIP、2021年 11月発

 
1 Northern Provincial Council, Vital Statistics 2022 (1st Half as at 30.06.2022) 
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表）においても、農業近代化によって食の安全のみならず貧困削減に取り組む方針を示している。 

ジャフナ大学は、北部州で唯一農学部を擁する高等教育機関である。同大農学部は、質の高

い教育、先進的な研究、地域での知識普及を通じ、農業技術及び農産業分野における有能な人

材を輩出することを目的としている。同学部の本校舎はキリノッチ県に所在するが、キリノッチ県開

発計画 2018-20222によれば、①優良種子不足、水供給不足などによる低い農業生産性、②新技

術や技術パッケージの不足、農家の農業機械化の認識不足などによる適正技術の不足、③気候

変動による作物損壊の増加、土壌肥沃度の低下などの課題が掲げられている。ジャフナ大学農学

部は、1996 年-2014 年までは内戦の影響で同大学のジャフナ校舎に一時移転し、他学部の設備

を借りて運営されていたため、学生に提供できる実習・実験の機会は限られ、乾燥地農業の研究

活動や、北部州での社会連携活動は限定的であった。そのため、2016年から 2021年にかけて「ジ

ャフナ大学農学部研究研修複合施設設立計画（無償資金協力）」が実施され、研究棟、試験圃場

などの建設と機材の整備及び実験・実習科目のシラバスの改善などが行われたが、学生数の増加、

教員の学位取得のための留学による人材不足、機材を活用した実践的な実習・実験を行う教授能

力の不足や、地域課題の基づいた実践的な質の高い研究能力や国内外の共同研究活動の不足、

計画的な社会連携／アウトリーチ活動や情報共有の欠如が課題となっている。 

 

第3章 プロジェクトの協力計画（協議結果） 

3-1. プロジェクトの枠組み 

 

3-1-1. プロジェクト名 

プロジェクト名は、基本計画策定調査時と同様に、和名：ジャフナ大学農学部による乾燥地域農

業の教育・研究能力向上プロジェクト、英名：Project for Research and Education Capacity 

Improvement in Dry Zone Agriculture at University of Jaffna とされた。 

3-1-2. 協力期間 

 協力期間は、基本計画策定では、2023 年 3 月を開始予定としていたが、2022 年 6 月 25 日に

業務調整専門家が着任し、プロジェクトの計画フェーズが開始されたことから、以下のとおり変更さ

れた。 

第一段階（計画フェーズ） 2022年 6月～2022年 12月を予定（計 6カ月）0.5年 

第二段階（実施フェーズ） 2023年 1月～2027年 6月を予定（計 54カ月）4.5年 

3-1-3. プロジェクトサイト 

ジャフナ大学農学部（Faculty of Agriculture：FOA）、北部州 

3-1-4. ターゲットグループと最終受益者 

直接受益者：ジャフナ大学農学部の教職員 

最終受益者：ジャフナ大学農学部の学生、北部州の農家 

 
2 District Development Plan – Kilinochchi District 2018-2022 
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3-1-5. プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、基本計画策定調査時から変更はなく、「ジャフナ大学農学部におい

て実践志向型教育・研究の基盤が強化される。」であるが、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（Project Design Matrix: PDM）上の英文については、プロジェクト目標の内容を

正確に反映するため変更された。変更詳細は、「3-3. 実施フェーズの協力計画詳細（協議内

容）」を参照。 

3-1-7. 成果 

 計画フェーズの成果については、基本計画策定調査時から変更はない。実施フェーズの成果 2

については、ベースライン調査ならびに詳細計画策定調査の結果、変更された。（変更詳細は、

「3-3. 実施フェーズの協力計画詳細（協議内容）」を参照。） 

計画フェーズ 

成果１：ジャフナ大学農学部の教育、研究、社会連携／アウトリーチ及び運営を改善するための実

施体制と活動方針が整備される。 

実施フェーズ 

成果２：教員の実践志向型教授能力が改善される。 

成果３：乾燥地域農業の課題等に関する研究を通じて、教員の研究能力が強化される。 

成果４：社会連携／アウトリーチの活動が強化される。 

成果５：教育・研究を推進するための組織運営体制が改善される。 

3-1-8. 活動 

 計画フェーズの活動については、基本計画策定調査時から変更はない。実施フェーズの活動

については、専門家によるベースライン調査およびC/Pへのインタビュー、詳細計画策定調査時の

ワークショップを通じて、活動案が作成され、合意された。（変更詳細は、「3-3. 実施フェーズの協

力計画詳細（協議内容）」を参照。） 

計画フェーズ 

活動１-１：本事業の調整・計画・実施のためのワーキング・グループと、効率的なプロジェクト活動

のためのプロジェクト技術委員会（PTC）の設置。 

活動１-２：ベースライン調査の実施と、農学部の現況の分析。 

活動１-３：農学部の教育、研究、社会連携／アウトリーチ及び運営を強化するためのワークショップ

の開催。 

活動１-４：４.５年間のプロジェクトに係る効果的な指標を設定した詳細な活動計画の策定。 

実施フェーズ 

活動２-１：現存の学習教材を改良し、教科書を作成する。 

活動２-２：教授方法に係る能力開発研修を実施する。 

活動２-３：実験室および機材の使用を改善する（機材の標準操作手順(SOP)および操作マニュア

ルを作成する）。  

活動３-１：アカデミック・ライティングやパブリケーションに係る能力向上研修を実施する。 
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活動３-２：共同研究（研究ショーケース、セミナー、ネットワーキング等）の推進。 

活動３-３：各学科の研究戦略（ワークショップ、セミナー、研修等）を策定する。  

活動４-１：アウトリーチ委員会の役割と責任を明確にする。  

活動４-２：行政機関、地域社会、民間企業との社会貢献活動を推進する。 

活動４-３：アウトリーチ活動への学生の参加機会を増やす。 

活動５-１：教育研究活動における学科運営を改善する。 

活動５-1-１：機材管理と学科運営システムを改善する。 

活動５-1-２：アカデミック・サポート・スタッフ向けに現存の機材に係る技術研修を実施する。 

活動５-２：SDCにおける農学部教職員研修プログラムを支援する。    

3-1-9. 実施体制 

 プロジェクトの実施機関（C/P 機関）はジャフナ大学農学部（以下、FOA）で、プロジェ

クト・ディレクターはジャフナ大学副学長、プロジェクト・マネージャーはジャフナ大学農

学部長である。プロジェクトの意思決定機関である合同調整委員会（ Joint Coordinating 

Committee: JCC）を中心とした実施体制は、基本計画策定調査から変更はなく、図 3.1 の通

りである。 

 

（出所：基本計画策定調査団策定報告書） 

図 3.1実施体制図 

 

基本計画策定調査では、ジャフナ大学農学部学部長及び全 6 学科の学科長と日本人専門

家等で構成されるプロジェクト技術委員会（以下、PTC）が、FOA 内でプロジェクトを実

施する主体となることが予定されていたが、PTC のメンバーには農場長、コンピューター・

ユニットおよび農学部図書館の代表者、その他部門からの代表者が加わることとされた。 
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3-2. 計画フェーズの協力結果（ベースライン調査結果） 

 計画フェーズでは、2022 年 10 月から 12 月にかけて、日本人専門家とベースライン調査

ワーキング・グループにより農学部の状況にかかるベースライン調査が行われた。ベースラ

イン調査及び詳細計画調査を通じて明らかになった各成果にかかる農学部の現状と課題を

以下に記す。 

3-2-1. 成果２（教育）にかかる現状と課題 

(1) 農学部カリキュラムの改定状況 

基本計画策定調査団がジャフナ大農学部より入手した新カリキュラム（最終案）は、現

在、第 1 年次、第 2 年次まで導入されている。新カリキュラムは、世界銀行の高等教育プ

ロジェクト（AHEAD）の一環で作成されたもので、カリキュラムに合わせてシラバスも

整備され、5 年に 1 度見直しを行う学部レベルでのカリキュラム委員会も設置されてい

る。基本計画策定調査では、「実践志向型のカリキュラムの改善」が成果の一つとして想

定されたが、ベースライン調査の結果、カリキュラムならびにシラバス様式・内容は一定

の水準を満たすと判断でき、更なる改定を行う必要はないと考えられる。しかし、2020 年

からのコロナ禍により学年歴が壊滅的な影響を受け、学年により異なるカレンダーが用

いられている。 

Box 1: カリキュラムおよび教授・学習に関する提言（機関評価） 

Criterion 2: Curriculum and Programme Development 

Recommendations:  

・ Detail course specifications with ILOs, teaching methods and assessment 
criteria need to be published for all course units in all study programmes.  

・ Courses of inter-disciplinary, multi-disciplinary, professional and vocational 
need to be incorporated into study programmes, where relevant.  

・ OBE and SCL methods need to be incorporated to enhance all study 
programmes, especially, at Siddha Medicine Unit, Faculty of Arts, Ramanathan 
Academy of Fine Arts and Faculty of agriculture.  

・ All faculties need to use market signals, need analysis, industry and employer 
inputs in curriculum and course design, in improving professional study 
programmes, in particular.  

・ Graduate profile for all faculties/units need to be identified and published and 
curriculum mapping should be done in all course units in all study programmes.  

・ Records of student dropout rate, time taken for graduation, graduation rate at 
first attempt, employer satisfaction, graduates registering for postgraduate 
studies, etc. need to be maintained and need to be used to monitor success of 
study programmes and in curriculum revisions.  

・ Research findings, comments from peer evaluations, results of student 
feedbacks, moderator reports, other stakeholder inputs need to be incorporated 
in curriculum revisions, enhancement and development of new study 
programmes and new course units.  

・ University Alumni association must be strengthened and their expertise should 
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be used in shaping up undergraduates to achieve graduate attributes and 
getting employments as well as obtaining fellowships, scholarships, etc. 
towards their career advancement.  

Criterion 2: Teaching & Learning 

Recommendations:  

・ Usage of LMS in many faculties/units is very low and in particular, interactive 
usage of LMS in teaching/learning is rarely practiced, thus usage needs to be 
improved.  

・ More innovative teaching/learning approaches need to be integrated into 
delivery and into assessment.  

・ Invention/innovation and creative work should be introduced to students in all 
faculties and should be staged through annual university events  

・ Regular analysis of peer observation/student feedback must be practiced and 
results must be used to improve/enhance oneself as well as the 
teaching/learning process  

・ Formal peer study groups could be introduced, in particular, in the freshmen 
year to improve necessary language skills, to strengthen students’ knowledge-
based skills, etc.  

・ Individual/departmental innovative and creative teaching approaches should be 
recognized and those who excel should be recognized and be rewarded after 
proper evaluation.  

・ Inclusion/adaptation of research outcomes/outputs of academics into 
teaching/learning material is not visible in many faculties and should be taken 
into account in course/curriculum revisions.  

・ Opportunities for academic interaction/association of University of Jaffna 
students with students from similar faculties in other universities should be 
provided through introduction of study tours, student research forums, short-
term exchange programmes, etc.  

（出所：Institutional Review 2018） 

 

(2) 教育の質保証（Quality Assurance） 

スリランカの高等教育については基本計画策定調査報告書が詳しいが、ジャフナ大学

は教育省の下にある大学助成委員会（University Grants Commission :UGC）が管轄する国立

大学の一つである。各大学には全学組織の質保証センターと各学部に質保証セルが設け

られている。ジャフナ大学は UGC の指導に沿って、2012 年に Subject Review（学科評価）

3、2018 年に Institutional Review（機関評価）、2020 年に Program Review（学部レベルのプ

ログラム評価）など、自己評価と外部評価を組み合わせた各種評価の実施を済ませており、

取り組むべき課題がそれぞれのレベルで指摘されている。 

 
3 C/P によれば、2012 年に実施されたとのことであるが、ベースライン調査では 2005 年の Subject Review 

Report しか入手出来ていない。 
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Institutional Review で挙げられた教育にかかる課題は Box 1 の通りである。ベースライ

ン調査の結果、評価制度を含めて様々なマニュアル、データ等が UGC や大学のウェブサ

イトに掲載されていることが確認できた。 

 

(3) 教授・学習について 

ベースライン調査の結果、Information and Communication Technology（ICT）を活かした

Learning Management System（LMS）が導入され、授業等の告知、教材のアップロート、

クイズやレポート提出など、教育の現場で活用されている。一方で、教員や学生が LMS

をより効率的に使えるような通信設備の整備が課題となっている。多様な教授手法（ICT、

プレゼンテーション、グループディスカッション、学期末レポート（課題）、クイズ、チ

ュートリアル（個別指導）など）があり、その活用実情は教員間で異なる。 

(4) 教員構成とキャリア 

教員はアカデミックスタッフ（Academic staff）と呼称され、講義を行う資格を持つ常勤

教員の①上級教授／教授（Senior Professor/Professor）、②上級講師／講師（Senior 

Lecturer/Lecturer）、③期限付き講師（Probationary Lecturer）と、実験のデモンストレーシ

ョン、チュートリアル準備、学生指導などの教育補助を行う臨時教員の④Assistant 

Lecturer/ Demonstrator に分けられる。それぞれの職位と要求される水準は UGC により規

定されているが（基本計画策定調査報告書付属資料を参照）、②の上級講師にはグレード

I と II の職位があり、グレードⅡは２年間のフルタイムでの研究により修士号もしくは博

士号を取得していることが条件である。③は 8 年間の任期中に少なくとも修士号を取得

する必要がある。教授となるためには博士の学位が必須であり、②や③の段階で博士号を

国内／海外留学で習得するため、現在、アカデミックスタッフ 39 名のうち、18 名が留学

中で不在となり、在勤教員の負担が大きい。このことから、外部人材による講師の代役な

どが試みられているが、学科によっては実働教員数が少ない。授業における臨時教員④

Assistant Lecturer/ Demonstrator の役割が大きいが、多くが同大学農学部の卒業生であり、

任期が 1～2 年という一時的なポジションでしかない。ただし、これらのポジションが③

など常勤キャリアへの第一歩となる場合がある。 

(5) 学生フィードバック（Student Feedback） 

学生による授業評価が実施されているが、その成果を改善等に向ける仕組みの実態が

不明で、教員の授業改善に必ずしも活用されていない。2021/2022 年に実施された 36 コ

ースを対象にした学生フィードバックの結果は、図 3.2 と表 3.1 の通りである。 
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（出所：IQAC のデータに基づき専門家作成） 

図 3.2学生フィードバック（2021/2022年）の結果（６分野：平均スコア） 

 

 

表 3.1学生フィードバック（2021/2022年）の詳細結果（25項目：平均スコア） 

Topic Average score 

A: Enthusiasm of the lecturer 

  A-1 the lecturer motivated me to do my best 4.58 

  A-2 the lecturer was confidant to teach the subject matter 4.63 

  A-3 the lecturer was punctual (lecturer was present at the correct time 4.61 

B: Organization 

  B-1 lecturers/practical's (Labs) were well structured 4.51 

  B-2 the syllabus and learning outcomes were given at the beginning 4.51 

  B-3 all topics in the syllabus were covered 4.55 

C: Lecturer - Student interaction 

  C-1 the lecturer was willing to exchange the interest of the module 

with students 

4.54 

  C-2 asked question from/interacted with the class 4.5 

  C-3 encouraged student to ask question 4.53 

  C-4 praised students for good ideas 4.52 

D: Task Organization 

  D-1 speed of the session were reasonable 4.47 

  D-2 relevant course matter was provided 4.53 

  D-3 recommended useful textbook, websites, periodicals etc. 4.46 

  D-4 syllabus was substantially covered in the class 4.53 

  D-5 voice was audible (could hear even from the last row) 4.51 

  D-6 the lecturer promoted self-studies by the student 4.52 

  D-7 practical application relevant to the module were discussed 4.54 

  D-8 the lecturer advised regarding evaluation 4.51 

  D-9 continuous assessment measured my ability 4.52 

  D-10 feedback on continuous assessment was helpful to identify my 

weakness before the examination 

4.54 

E: Clarity 
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Topic Average score 

  E-1 black/white board or power point presentation were clear 4.55 

  E-2 relevant course matter were provided 4.53 

F: Overall 

  F-1 overall teaching could be recommended as good 4.58 

  F-2 intended learning outcomes of the course were achieved 4.54 

Total (average) 4.54 

（出所：専門家作成） 

(6) 学生数及び卒業生の進路 

在籍学生の総数は約 400 人で、各学年は 100 人からなる。キリノッチへの復帰直後は

100 人を下回る時期もあったが、2017/2018 年度入学生より 100 人を上回る傾向にある。

ベースライン調査では卒業学生の進路把握が難しく、信頼できるデータを入手できなか

った。 

表 3.2学部学生数 

入学年度  学年 男子学生 女子学生 学生数合計 

2019/2020 32 期生 １年次 30 106 136 

2018/1019 31 期生 ２年次 46 77 123 

2017/2018 30 期生 ３年次 29 77 106 

2016/2017 29 期生 ４年次 21 65 86 

2015/2016 28 期生 － 20 54 74 

（出所：基本計画策定調査報告書） 

 

3-2-2. 成果 3（研究）にかかる現状と課題 

(1) 研究成果の学術貢献 

ベースライン調査による常勤教員からの聞き取りによれば、2022 年度に採用された新

規スタッフ 5 名のジャフナ大学在籍前に行われた研究を除いて、以下のような実績があ

る（図 3.3 参照）。 

• 2016 年から 2022 年まえの 7 年間で合計 460 件の学術成果が発表されている4。 

• 年間実績数は 36 件（2016 年）から 95 件（2021 年）まで、年によって幅があり、平

均すると 65.7 件/年である。 

• これらの成果は、書籍、雑誌記事、会議やシンポジウムでのアブストラクト（要約）

または会議やシンポジウムのプロシーディング（Proceeding）、その他、に分類するこ

とができる。 

• 書籍はそれほど多くなく、総出版数は 18 冊、全体の 4%に相当する。 

• ジャーナル論文の総数は 128 編、全体の 27.8%で平均出版数は 18.3 編/年である。 

• 会議、ワークショップ、セミナーでの発表記事の総数は 313 件で、投稿総数の 68% 

 
4 個人の回答（申告）に基づいているため、全ての数値が正確であるとは言えない。詳細は大学のデータ

ーベースにまとめられている。 
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を占める。平均は 44.7 編/年。 

 

図 3.3 学術貢献の実績（種類別） 

（出所：アンケート調査により専門家作成） 

 

(2) 研究助成金 

ベースライン調査によれば、大学教員・学生に研究補助金を提供している主な政府機

関は、以下の通りである。補助金は、教員や学生が研究テーマを各機関に提案し、審査

に合格して取得する。学内の複数の研究者や複数の機関による共同研究も補助金の対象

である。補助金の額は、1 件につき数百万ルピーから 2 千万ルピー程度と幅広い。経済

危機となった現在、募集を行っていない、あるいは補助金がカットされている例も多い

とのことである。 

• UGC が各大学へ支給する研究補助金 

• UGC が修士・博士課程研究補助金（Postgraduate research grants） 

• National Science Foundation (NSF)研究補助金 

• National Agriculture Research Fund (NARP) 研究補助金 

• Sri Lanka Council for Agriculture Research Policy (CARP) 研究補助金 

• National Research Council (NRC) 研究補助金 

• National Center for Advanced Studies in Humanities and Social Science (NCAS) 修士・博

士課程研究補助金 

(3) 研究者および研究能力 

ベースライン調査によれば、常勤教員のうち、①上級教授／教授（Senior 

Professor/Professor）、②上級講師／講師（Senior Lecturer/Lecturer）が研究に従事し、その

成果を学術論文等として公開している。③Probationary Lecturer の研究従事の実態、研究

成果の公開実績については、確認が必要であるが、①②の教員は、卒業研究を指導する
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という形で研究に携わり、優れた卒論研究は質の高い学術誌に投稿されている。これら

の状況から、職位によって向上すべき（不足している）研究力あるいは担うべき研究力

が異なることが考えられる。 

(4) その他、研究に関連する課題 

日本人専門家によれば、学科としてのまとまった研究方針、研究戦略が不明確であり、

国内外の研究ネットワークが乏しく、関連分野の研究動向に係る国内事情及び国際的事

情に疎い、ことが課題として挙げられた。さらに、研究の実情は卒論研究が中心であり、

ジャフナ大学農学部では国際学術会議として国際乾燥地農業会議（International Conference 

of Dry Zone Agriculture: ICDA）が開催されているものの、卒論発表レベルに終わっている

こと、国際的な共同研究がほとんどないこと、国内機関との共同研究や外部研究費による

研究も少ないことが指摘されている。また。研究機器の操作・維持管理が不十分で、使用

する消耗品の在庫が国内に十分になく、2022 年の経済破綻によって、停電や燃料供給制

限、輸入制限による外国製品の入手困難性などの問題が生じており、スペアパーツや薬品

などの調達が難しいことが、詳細計画策定調査時の C/P を対象にしたワークショップで

も課題として挙げられた。 

3-2-3. 成果 4（アウトリーチ／社会連携）にかかる現状と課題 

(1) アウトリーチ／社会連携活動の実績 

ベースライン調査の結果によれば、2016 年から 2022 年の間に行われたアウトリーチ活

動は累計 26 件であり、各学科の分野別の社会連携活動は表 3.3 の通りである。アウトリ

ーチ活動は各学科で行われているが、多くの場合、個人やイベントをベースにした活動の

ため継続性がなく、ジャフナ大学農学部側は積極的にモニタリングを行っておらず、アウ

トリーチの理解や活動情報が教職員間で共有されていない。アウトリーチ／社会連携活

動を行う仕組み（企画・実施・評価）がなく、学科や農学部が主催する社会連携/アウトリ

ーチが少ない。地域社会のニーズにどこまで応えているかについても疑問が残る結果で

あった。日本人専門家によると、教員によっては農民に対するアウトリーチ活動に参加し

た経験を有する。行政との連携によるアウトリーチは見劣りしないが、社会連携としての

活動が希薄である。 

表 3.3農学部各学科のアウトリーチ／社会連携活動の実績（2016～2021年） 

学科 人数 件数 
パートナー機関 

政府 NGO 民間 住民組織 その他 

アグロノミー学科 2 4 1 3 0 0 0 

畜産学科 3 4 2 1 0 0 1 

農業生物学科 2 7 2 0 1 0 4 

農芸化学科 2 4 2 1 0 0 1 

農業経済学科 1 2 0 1 0 0 1 

農業工学科 1 5 0 0 0 0 5 

コンピューター／ 
農場 

0 0 0 0 0 0 0 

合計 11 26 7 6 1 0 12 

（出所：専門家作成資料） 
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(2) ジャフナ大学の産学連携（University Business Linkage：UBL） 

近年、ジャフナ大学は各学部の代表者を集め、産学連携事業を推し進めている。ベー

スライン調査では、農学部でも産学連携の経験を持つ教員がおり、進行中の案件もある

との回答も得た。ただし、農学部として産学連携に関する中長期的な戦略・計画はな

く、アウトリーチとして外に出す知識、技術、研究成果などが整理されていない。 

(3) アウトリーチ／社会連携に関わるカリキュラム 

学外との接点と言う点では、Experimental Learning （実習、1 単位、4 年次配当）、Industrial 

Training （実習、1 単位、3 年次配当）、Career Guidance and Skill Development （実習、1 単

位、2 年次配当）、Social Harmony and Active Citizenship II （実習、1 単位、2 年次配当）が

用意されている。 

(4) 農学部内のアウトリーチ／社会連携にかかる現状 

アウトリーチに関わる動きとして、詳細計画策定調査時までに農業経済学科は農業普

及に関する科目を担当する教員を新たに採用し、アグロノミー学科は州政府農業局研究

部門の経験者を教員として採用している。基本計画策定調査が提起した農学部内のアウ

トリーチ／社会連携委員会の発足に係る協議と合意を受け、アウトリーチ委員会が設置

され、C/P からの聞き取り調査によれば、アウトリーチ活動を行う（行った）場合はアウ

トリーチ委員会に申請（報告）を行っている。しかし、同委員会の役割や活動は確認でき

ず、既述した通り、アウトリーチを行う仕組み（企画・実施・評価）やモニタリング、情

報共有は行われていない。Institutional Review で挙げられたアウトリーチ／社会連携に

かかる提言は Box 2 の通りである。 

Box 2: アウトリーチ／社会連携に関する提言（機関評価） 

Criterion 8: Community Engagement, Consultancy and Outreach 

Recommendations:  

・ Introduce formal surveys of feedback analysis from employers and community 
in all faculties to monitor community perceptions of its activities and enhance its 
reputation both locally and outside. 

・ Foster consultancy and outreach activities of Ramanathan Academy of Fine 
Arts as other faculties which engage with the community quite well. 

・ The impact of the various outreach activities on the community should be 
formally assessed and documented. 

・ Mechanisms should be established to ensure that all academics engage with 
the community by providing the required administrative support and by 
establishing mechanisms to recognize the contribution made by individual 
academics. 

 （出所：Institutional Review 2018, p.33-34） 

3-3. 実施フェーズの協力計画詳細（協議内容） 

本調査では、文献調査ならびに日本人専門家からのインタビューや計画フェーズ中に実

施されたベースライン調査の結果から、実施フェーズの協力計画策定に向けた課題等につ
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いて整理を行い、専門家と C/P を対象にした PDM 改定にかかるワークショップを複数回

実施した（ワークショップ結果の概要は別添資料４を参照）。ワークショップおよび C/P と

の協議を通じて、協力計画が合意され、M/M が署名された（別添資料５：署名済み M/M）。

基本計画策定調査で合意されたPDM Ver.0からの修正および追加内容は表 3-3-1～3.3.5に

まとめられている。 

3-3-1. 上位目標の指標 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

上位目標
の指標 

1. UOJ 農学部からの乾燥
地域農業での生産性及
び気候変動への適応性
強化に繋がる研究発表
の数が、2030 年までに
2022 年と比較して、
XX％増加する。 

1. ジャフナ大学農学部卒
業後に農業分野（政府、
民間企業、高等教育機
関）に就業した卒業生
が、2023年度のXX名と
比較して、2030年度まで
にXX名に増加する。 

上位目標の内容に合わ
せて指標の順番（2→1）
を変更。UOJ（ジャフナ大
学）には農学にかかる大
学院コースがないため変
更。 

2. UOJ 農学部卒業後に
大学院に進学した学生
数が、2030 年までに
2022 年と比較して、
XX%増加する。 

2. 乾燥地域農業における
農業生産性及び気候変
動への適応性の向上に
関連するジャフナ大学
農学部の学術貢献（学
術論文、アブストラクト/プ
ロシーディング、書籍）
が、2022年度の69編と比
較して、2030年度までに
XX編に増加する。 

上位目標の内容に合わ
せて指標の順番（１→2）
を変更。研究発表の種類
を明確化した。 

3. 教育・研究に関する5 

カ年計画及び年次活動
計画が、継続的に実施
され、定期的に改訂さ
れる。 

3. ジャフナ大学農学部の
戦略的マネジメント５カ
年計画及び活動計画
が、継続的に実施され、
定期的に改訂される。 

対象となる計画の名称を
特定した。 

上位目標
の指標の
入手手段 

1-1. UOJ年次報告書  

2-1. UOJ年次報告書  

3-1. 大学院農学研究審議
会議事録 

4-1. UOJ大学年次報告書 

1. UOJ年次報告書  

2. UOJ年次報告書  

3. ジャフナ大学農学部  
戦略マネジメント計画及
び活動計画 

指標に合わせて変更。 

 

3-3-2. プロジェクト目標と指標 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

プロジェクト
目標 

ジャフナ大学農学部にお
いて実践志向型研究のた
めの教育・研究基盤が強
化される。 

ジャフナ大学農学部にお
いて実践志向型教育・研
究の基盤が強化される。 

プロジェクトの活動内容
に合わせて変更した。 

プロジェクト
目標の指標 

1. 対象学科の教員のラボ
での実験及びフィールド
での研究活動に割り振
る時間が、プロジェクト
開始時の水準と比較し
て、XX%増加する。 

－ 

プロジェクトとしてラボで
の（実際の）実験時間及
びフィールドで研究活動
に費やした時間を計測
することが難しいため削
除した。 

2. 国内誌あるいは国際誌
での学術論文の発表数
（件/一人あたり/年）が、
2021年の件数から 、

1. 学術貢献（学術論文、ア
ブストラクト/プロシーディ
ング、書籍）の数が、
2022年度の69編から、

大学教育・研究の基盤と
して、ジャフナ大学農学
部の学術的な貢献度を
定量的に測る指標に変
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項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

2027 年にXX%増加す
る。 

2027年度までにXX編に
増加する。 

更した。 

3. 2022 年度以降、ジャフ
ナ大学のカリキュラムが
毎年見直されて必要な
改訂が行われ、改訂計
画が作成される。 

－ 

現在のカリキュラムは
AHEDプロジェクトにより
既に改訂され（活動から
削除され）たため、削除
した。 

プロジェクト
目標の指標
の入手手段 

1-1. UOJ年次報告書及び
時間配分に関するア
ンケート調査結果 

2-1. UOJ年次報告書  

3-1. UOJ農学部カリキュラ
ム 

3-2. UOJ年次報告書 

1. プロジェクトによる調査
結果 

指標に合わせて変更。 

 

3-3-3. 成果 2、指標および活動 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

成果2 実践志向型のカリキュラム
及び教員の教授能力が改
善される。 

教員の実践志向型教授能
力が改善される。 

現在のカリキュラムは
AHEDプロジェクトにより
改訂され（活動から削除
され）たため、削除した。 

成果2 

指標 

－ 

2-1. ピアレビューによる講
師の教授能力評価の
平均値が、2021/2022

年の4.5から増加する。 

2-2. 学生フィードバックに
よる教師の教授能力
評価の平均値が 、
2021/2022年の4.5から
増加する。  

成果2の活動に合わせて
設定。 

成果2 

指標の 

入手手段 

モニタリングシート 2-1. 内部質保証委員会
（IQAC）による教員ピ
ア・オブザベーション 

2-2. 内部質保証委員会
（IQAC）による学生フ
ィードバック  

指標に合わせて変更。 

 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 

成果 2 

活動 
－ 

2-1: 現存の学習教材を改良し、教科書を作成する。 

2-2: 教授方法に係る能力開発研修を実施する。 

2-3: 実験室および機材の使用を改善する(機材の標
準操作手順(SOP)および操作マニュアルを作成
する)。 

 

3-3-4. 成果 3、指標および活動 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

成果3 乾燥地域農業の課題等に
関する研究を通じて、教員
の研究能力が強化される。 

乾燥地域農業の課題等に
関する研究を通じて、アカ
デミックスタッフ（＝教員）
の研究能力が強化される。 

変更なし。 
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項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

成果3 

指標 

－ 

4-1. インデックス付きジャ
ーナル論文数が、
2022年の 11編から
2027年までにXX編
に増加する。 

4-2. 外部研究資金の獲得
が、2027年までにXX

件に増加する。 

成果3の活動に合わせて
設定。 

成果3 

指標の 

入手手段 

モニタリング・シート 3-1. プロジェクトによる調
査結果 

3-2. プロジェクトによる調
査結果  

指標に合わせて変更。 

 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 

成果 3 

活動 
－ 

5-1. アカデミック・ライティングやパブリケーションに係
る能力向上研修を実施する。 

5-2. 共同研究（研究ショーケース、セミナー、ネットワ
ーキング等）の推進。 

5-3. 学科の研究戦略（ワークショップ、セミナー、研修
等）を策定する。 

 

3-3-5. 成果 4、指標および活動 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

成果4 社会連携／アウトリーチの
活動が強化される。 

社会連携／アウトリーチの
活動が強化される。 

変更なし。 

成果4 

指標 

－ 

4-1. 民間企業、地域社会
へのアウトリーチに係
るプロポーザルが
2027年までにXX件
に増加する。 

4-2. 学生が参加できるア
ウトリーチ活動が2027

年までにXX件に増
加する。  

成果4の活動に合わせて
設定。 

成果4 

指標の 

入手手段 

モニタリングシート 4-1. アウトリーチ委員会に
よる報告 

4-2. アウトリーチ委員会に
よる報告  

指標に合わせて変更。 

 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 

成果 4 

活動 － 

4-1. アウトリーチ委員会の役割と責任を明確にする。  

4-2. 行政機関、地域社会、民間企業との社会貢献活
動を推進する。 

4-3. アウトリーチ活動への学生の参加機会を増やす。 
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3-3-5. 成果 5、指標および活動 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 変更理由 

成果5 教育・研究を推進するため
の組織運営体制が改善さ
れる。 

教育・研究を推進するため
の組織運営体制が改善さ
れる。 

変更なし。 

成果5 

指標 

－ 

5-1. 2027年時点におい
て、すべての機材の
操作及び保守が管理
台帳の適切な利用に
よって行われている。 

5-2. 教職員開発センター
(SDC)において、ノン
アカデミック職員向け
学科管理研修を定期
的に実施する。 

成果5の活動に合わせて
設定。 

成果5 

指標の 

入手手段 

モニタリングシート 5-1. ログブック 

5-2. 研修記録  

指標に合わせて変更。 

 

項目 PDM Ver.0 PDM Ver.1 

成果 5 

活動 

－ 

5-1. 教育研究活動における学科運営を改善する。 

5-2. 機材管理と学科運営システムを改善する。 

5-3. アカデミック・サポートスタッフ向けに現存の機材
に係る技術研修を実施する。 

5-4. SDCにおける農学部スタッフ研修プログラムを支
援する。 

 

第4章 プロジェクトの評価 

4-1. 評価手法 

本評価では、「JICA事業評価ハンドブック（Ver.2）」（2021年 3月）に従い、以下の評価

6項目の観点から分析を行った。なお、本調査はプロジェクト実施フェーズ前の予備的な調

査であるため、①妥当性、②整合性以外の 4項目は評価時点での予測である。 

4-2. 妥当性 

妥当性は高い。 

スリランカ政府は、国家農業政策（NAP）(2021 年)において、農業生産性の向上、農村住民

の経済発展、農業の国際競争力の増大、生計の改善、気候変動への対応力向上に取り組むとし

ている。また、北部州各県が策定した県開発計画では、農業セクターの戦略的開発目標の一つ

として、適正技術の活用促進の必要性が挙げられている。本プロジェクトでは、北部乾燥地域

の農業が抱える低生産性や気候変動リスクの緩和といった課題の解決に資する農業技術開発・

普及や農業経営の改善など実践的かつ学術的に取り組む研究の土台を強化し、研究成果に基づ

く教育、アウトリーチ／社会連携活動を強化することで、有能な人材を輩出し、農業生産性の

向上、農村住民の生計の向上に寄与する取り組みであり、ターゲット地域の開発ニーズ及び受

益者である北部州の農民のニーズに合致している。 
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また、2022 年 7 月の経済危機後、初めて発表された政府予算演説（Budget Speech、2022 年

11 月）でも、引き続き高等教育分野における大学の強化（研究者育成のための大学院教育、認

定学位・質保証の強化）の方針に変更はなく、スリランカの高等教育政策の観点からも妥当性

は高い。 

4-3. 整合性 

整合性は高い。 

我が国は、スリランカに対し、開発が遅れている地域の産業発展を通じた生計向上に向け、

農業分野を中心とした産業育成・関連インフラ整備を支援することを対スリランカ民主社

会主義共和国国別開発協力方針」（2018 年）にて約束している。さらに、JICAは「対スリ

ランカ民主社会主義共和国 JICA 国別分析ペーパー」（2020 年 3 月）において、「包摂性・

脆弱性に配慮した開発支援」を重点分野として打ち出している。本プロジェクトは、開発が

遅れている北部州における産業活性化及び地域間格差の是正、並びに災害リスク削減のた

めの人材育成・組織強化及び気候変動に対する脆弱性の克服にも寄与するものであるため、

日本政府及び JICA の開発協力方針との政策的な整合性は高い。また、本プロジェクトは、

2016 年から 2021 年にかけて実施した JICA の無償資金協力「ジャフナ大学農学部研究研

修複合施設設立計画」の後継案件として、同無償資金協力で供与された施設及び機材を継続

的に活用することを想定している他、北部州で JICA が実施中の「北部州酪農開発プロジェ

クト（2019 年～2023 年）」との相乗効果も期待できる。 

さらに、JICA 課題別事業戦略（グローバル・アジェンダ）の「 農業・農村開発（持続可

能な食料システム）」における、農業セクターの課題解決に資する有能な人材を輩出する基

盤を強化することで、目標達成への貢献が期待される他、SDGs のゴール 2「飢餓を終わら

せ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する」及びゴール 13「気

候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる」等に貢献するように、活動及び成

果が設定されているため、国際的な開発政策との整合性も高い。 

 

4-4. 有効性 

有効性は高いと見込まれる。 

本プロジェクトの目標は「ジャフナ大学農学部において実践志向型研究のための教育・研

究基盤が強化される」であり、この目標を達成するために、「成果 1：ジャフナ大学農学部

の教育、研究、アウトリーチ／社会連携及び運営を改善するための実施体制と活動方針が整

備される」を計画フェーズに、「成果 2：アカデミックスタッフの実践志向型の教授能力が

改善される」、「成果 3：乾燥地域農業の課題等に関する研究を通じて、アカデミックスタッ

フの研究能力が強化される」、「成果 4：社会連携／アウトリーチの活動が強化される」、

「成果 5：教育・研究を推進するための組織運営体制が改善される」という 4つの成果を実

施フェーズで得るというデザインとなっている。 

ジャフナ大学農学部の教職員約 80名を直接のターゲットグループとし、理論偏重ではな

く実践志向型の教育・研究能力が向上し、アウトリーチ活動の拡大と合わせ、乾燥地域農業

の改善に結びつく、質の高い教育と研究が行われる基盤を強化することが、本プロジェクト
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の目標である。それぞれの活動と成果を結びつけるのが、組織運営体制の改善であり、これ

らが上手く組み合わさって展開していくことで、学部生（約 400名）ならびに研究者による

研究の質の向上が見込まれ、教育研究の基盤が強化した結果としての研究論文などの学術

貢献の更なる向上が指標として設定されている。したがって、プロジェクトの効果を上げる

ためには、教育・研究・アウトリーチに携わる多様なレベルの教職員の技術的能力だけでな

く、マネジメント能力の向上（研究機器の維持管理、実験室全般の運営、学科運営等）が肝

要である。 

4-5. 効率性 

コロナ禍および経済危機からの回復期において、短期専門家派遣、長期・短期研修の実施時

期、活動車両および供与機材や消耗財の投入等の遅延に伴う効率性の低下が懸念される。 

本プロジェクトの対象地はジャフナ大学のキリノッチキャンパスであるが、長期専門家

はジャフナに滞在して活動を行う。効率性を高めるには、ジャフナ－キリノッチ間の毎日往

復 2時間の移動に伴う時間的・体力的な制限、活動時間（投入量）を考慮した、オンライン

での会議やリモートワークなど活動方法を考慮する必要がある。計画フェーズ中に長期専

門家は 6 か月活動しているが、キリノッチキャンパスでの活動は評価時点で 1 か月弱程度

であったことから、現状把握ならびに C/Pとの協議に当初計画より若干の遅れが見られ、本

調査では各活動で見込まれる作業量の積み上げを行うことが出来なかった。主要な C/P と

して見込まれる教員は多くが業務過多の状況のなか、各活動への配置（投入）が明確でない

ことから、各活動で見込まれる段階的な作業計画を作成し、今後、実施フェーズ期間の実施

体制を明確にするとともに、長期専門家（チーフアドバイザー／大学運営、農業教育／農業

研究）と短期専門家の 4.5 年間の投入で見込める現実的な指標の目標値を今後 6 か月で設

定し、活動を進めることで効率的なプロジェクトの実施が見込まれる。 

4-6. インパクト 

インパクトは高いと見込まれる。 

プロジェクト終了から 3年程度の間に、プロジェクトで強化された教育・研究基盤と国内

外との研究機関のネットワークをもとに、研究者はより質の高い研究を行える人材となり、

より実践志向型の教育を受けた質の高い農学部卒業生（約 500~600名）が、将来的に農業分

野に携わることが期待できる。また、アウトリーチ活動の広がりにより、これまで以上に乾

燥地域の農家、政府関係者、NGO、ビジネスパートナーなどが、ジャフナ大学農学部の教育・

研究基盤を有効に活用するシナリオは十分に期待できる。 

4-7. 持続性 

持続性は高いと見込まれるが、プロジェクト期間中から中央の教育省を巻き込むことで、持

続性を高めていく必要がある。 

本プロジェクトの対象となるジャフナ大学は教育省の管轄下にあり、同大学の予算や人

事は同省の下部機関の大学助成委員会（UGC）が担っている、北部州から中央省庁までの間

は物理的な距離も非常に遠く、北部州における本プロジェクトの取り組みを教育省及び UGC

と 常に共有しながら、意思決定に適宜巻き込むことで、プロジェクト後の研究・教育・ア
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ウトリーチ活動及び機材の維持に係る人材と予算の確保をはじめとした組織的持続性を高

めることが期待される。また、農業省や州農業局等と強い連携を取ることが、北部州におけ

る農業課題の把握とその解決につながり、よって持続性の強化を図ることができると期待

される。また、国内及び本邦の大学との共同研究などの実績が本プロジェクト期間中に積み

上がっていくことで、本プロジェクト終了後も国内外の大学との協力関係を維持しながら、

教育及び研究の基盤を強化していくことができると思われる。 

 

第5章 団長所感 

本プロジェクトは 2022年 6月に髙山専門家が赴任して以降、約半年間が計画フェーズに

充てられたが、赴任後のスリランカの経済破綻や政権交代による政情不安等により、プロジ

ェクトサイトであるジャフナ／キリノッチに 3名の専門家が着任できたのは、同年 12月で

あった。 

それまでもリモートによるジャフナ大関係者との協議や、出張による一時的な現地業務

によって、可能な限り計画フェーズの活動は進められてはいたものの、ベースライン調査や

その結果の取りまとめ、また詳細計画策定調査受け入れに向けた準備は、やはり専門家の現

地着任以降に大きな進展があった。 

短い期間でありながら、現地で調査団受け入れ準備を進めていただいた緒方専門家、宇佐

見専門家、髙山専門家、および本調査の評価分析専門家として、ジャフナ大関係者を対象と

した累次のワークショップにおける意見の取りまとめを頂いた中村専門家に、先ず感謝申

し上げるとともに、以下に、今次調査の結果を通じた所感を数点挙げ、今後本プロジェクト

を経済開発部において進める上での留意点としたい。 

 

(1) 本プロジェクトを通じた日・スリランカ学術連携の促進： 

本技術協力プロジェクトは、ジャフナ大学農学部に対する無償資金協力の後、実施される

ものであり、スキーム間の連携を通じて、ジャフナ大学農学部の教育・研究基盤の強化と、

北部スリランカの農業開発に資する人材の育成に貢献するものである。 

こうしたプロジェクトの目的に加え、今次調査を通じ、日・スリランカ両国関係者より、

本プロジェクトは、一技術協力であることに加えて、日・スリランカ間の学術連携のプラッ

トフォームとしての期待が大きいことが改めて確認できた。 

既に日本側では JISNASを通じたバックアップ体制の下、ジャフナ大関係者の日本への留

学準備が進められている他、日本人研究者のスリランカへの渡航とプロジェクト活動への

参加も具体的な検討段階にある。 

プロジェクト自体は今後 4 年 5 か月の協力期間となるが、その間、今回合意された各活

動によるジャフナ大農学部の能力強化とともに、プロジェクト終了後も残る両国研究者間

のつながりや、それを基とした SATREPS や科研費を用いたあらたな研究協力が芽生えるこ

とにも大きな期待がかかる。こうしたことは PDM上には表れてはこないものであるが、本プ

ロジェクトが持つもう一つの意義として認識しておく必要がある。 
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(2) プロジェクトにおける個別の活動： 

上記の様な本プロジェクトの特性を考慮し、今回の詳細計画策定調査で先方政府と合意

した各活動はある程度大きな枠組みとして設定している。より詳細な日々の活動について

は、今後日本人専門家と活動に関係するジャフナ大関係者との間で計画・実施されていくこ

とになる。 

また、プロジェクトの進捗や関係者の状況やニーズによって活動計画は柔軟に見直しが

行われることが望ましい。 

 

(3) 専門家の活動環境について： 

ジャフナ大学農学部が所在するキリノッチはその規模から生活インフラ面が十分ではな

く、現在専門家は約 80km離れたジャフナに居住している。 

ジャフナ‐キリノッチ間は車両で約 1 時間半の距離であるが、今回 3 日間の調査団滞在

期間に毎日往復したが、体力的にも相当な負担がかかった。コロナ禍によってリモート協議

等が一般化した中、本プロジェクト専門家の活動についても、ジャフナからのリモート勤務

とキリノッチでの現地活動を組み合わせ、専門家の体力に過度な負担がかからぬようにす

ることが望ましい。 

 

以上 

 



別添資料１：調査日程

内容 宿泊

2023/1/12 木 中村コンサルタント UL455　成田11:20発→コロンボ17:45着 コロンボ
2023/1/13 金 コロンボ→ジャフナに移動(車で９時間） ジャフナ
2023/1/14 土 専門家へのインタビュー、打合せ ジャフナ
2023/1/15 日 専門家へのインタビュー、打合せ ジャフナ
2023/1/16 月 ジャフナ大学関係者へのインタビュー（キリノッチ） ジャフナ
2023/1/17 火 ワークショップ開催準備（キリノッチ） ジャフナ
2023/1/18 水 ワークショップ開催準備（キリノッチ） ジャフナ
2023/1/19 木 ジャフナ大学農学部関係者へのインタビュー（キリノッチ） ジャフナ
2023/1/20 金 ワークショップ開催準備（キリノッチ） ジャフナ
2023/1/21 土 大嶋団長、市川　UL455　成田11:20発→コロンボ17:45着 コロンボ
2023/1/22 日 コロンボ→ジャフナに移動 ジャフナ

2023/1/23 月
関係者挨拶（本キャンパス、農学部キリノッチキャンパス）
ジャフナ大学　副学長　表敬
団内打合せ

ジャフナ

2023/1/24 火 WS開催準、調査団打合せ、農学部長への表敬
北部州酪農開発プロジェクト専門家との意見交換

ジャフナ

am
Wrap-up Workshop "Project Activities Formulation"

9：30～11：30　オンライン接続
pm キリノッチ→アヌラダプラに移動

2023/1/26 木 アヌダラプラ→コロンボに移動 コロンボ

2023/1/27 金

関係者挨拶　MM協議

10:00 教育省　高等教育担当　Mr.Apons

14:00 財務省（EDR）

コロンボ

2023/1/28 土 MM協議 コロンボ
2023/1/29 日 MM協議 コロンボ
2023/1/30 月 MM協議 コロンボ

2023/1/31 火
8:00-9:00 JICAスリランカ事務所にて農業案件打合せ

16:15-17:15 JCC　MM署名　オンライン接続
コロンボ

2023/2/1 水
9:30~11:00　JICAスリランカ事務所報告

移動（UL454　19:45　コロンボ発）
機内泊

2023/2/2 木 07:30　成田着

2023/1/25 水 アヌラダプラ

年月日
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別添資料2　PDM

Project Title: Project for Research and Education Capacity Improvement in Dry Zone Agriculture at University of Jaffna

Implementing Agency: Faculty of Agriculture(FOA), University of Jaffna (UOJ)

Target Group: Staff of FOA, UOJ Version 1

Period of Project: June 2022- June 2027 (5 years) Dated 31, January, 2023

Project Site:  The Faculty of Agriculture, University of Jaffna and Northern Province

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption

Overall Goal

Project Purpose

1. Project report of the planning phase

Outputs of Implementation Phase

2-1. Peer observation for lectures from Internal Quality

Assurance Cell (IQAC)

2-2. Student feedback from IQAC

3-1. Survey data by the Project

3-2. Survey data by the Project

4-1. Report by Outreach Committee

4-2. Report by Outreach Committee

5-1. All equipment is operated and maintained by using

log book properly in 2027.

5-2. Training related to department management for non-

academic staff is periodically conducted in Staff

Development Center (SDC)

5-1. Log book

5-2. Training record

Project Design Matrix

2. Academic staff’s teaching abilities for practice-oriented

education in FOA are improved.

1. Project implementation structure and detailed action

plans are developed to enhance the fields of education,

research, social engagement/outreach and management of

FOA.

1. Activity plans for the implementation phase in the fields

of education, research, social cooperation/outreach and

administration are formulated.

Qualified human resources for enhancing agricultural

productivity and adaptability to climate changes in dry zone

agriculture are produced from the Faculty of Agriculture

(FOA), University of Jaffna (UOJ).

1. The number of graduates involved in the agricultural

sector (Government, Industry, and Higher education)

increases to XX in 2030, compared to XX in 2023.

2. The number of scientific contributions (journal articles,

abstracts/ proceedings, and books) from FOA, relating to

enhancing agricultural productivity and adaptation to

climate change in dry zone agriculture, increases to XX in

2030, compared to 69 in 2022.

3. 5-years Strategic Management Plan and Action Plan of

FOA are implemented continuously and revised

periodically.

Foundation for practice-oriented education and research is

enhanced in FOA.

1. The number of scientific contributions (journal articles,

abstracts/proceedings, and books) increases to XX in

2027 from 69 in 2022.

1. Annual Report of FOA, UOJ

2. Annual Report of FOA, UOJ

3. Strategic Management Plan and Action Plan of FOA,

UOJ

1. Survey data by the Project

Output of Planning Phase

The government of Sri Lanka does

not change higher education and

agricultural policies drastically.

UOJ sustains the same policies on

education and research.

Tax policy on technical cooperation

project is not changed.

Academic staff is not migrated.
2-1.The average score of teaching skills in peer

observation for lecturer increases from 4.5 in 2021/2022.

2-2.The average score of courses in student feedback

increases from 4.5 in 2021/2022.

4. Social engagement/outreach activities are strengthened.

3-1. The number of indexed journal articles increases to

XX in 2027 from 11 in 2022.

3-2. The number of external research fund increases to XX

in 2027.

4-1. The number of outreach proposals for private sector

and local community increase to XX in 2027.

4-2. The number of outreach activities for students

increases to XX in 2027.

3. Research capability of academic staff is developed

through researches on issues of dry zone agriculture.

5. Management system to promote education and research

is improved.
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Activities Important Assumption

【Planning Phase】 The Japanese Side The Sri Lankan Side

1-1 Establishment of a working group for coordination,

planning, and implementation of the Project, and the Project

Technical Committee for efficient project activities.

1-2 Carrying out a baseline survey and analyzing the

situation of FOA.

1-3 Holding workshops to enhance the education, research,

outreach/social engagement, and management in FOA.

1-4 Making a detailed action plan of implementation phase

with effective Objectively Verifiable Indicators for the next

4.5 years of the Project.

【Implementation Phase】

2-1 Improve the existing learning materials and develop text

books.

2-2 Conduct capacity development trainings of teaching

skills.
2-3 Improve use of laboratory and equipment  (Develop

Standard Operating Procedures (SOP) and operational

manual for the equipment).

3-1 Conduct trainings for academic writing and publications.

3-2 Promote research collaboration (research showcase,

seminar, networking, etc.).
Pre-Conditions

3-3 Develop the research strategy of the department

(workshop, seminar, training, etc.).

4-1 Clarify roles and responsibilities of the outreach

committee FOA.

4-2 Promote social engagement activities with

governmental organizations, local communities and private

sector.

4-3 Increase opportunities of student participations in

outreach activities.

5-1 Improve department management for education and

research activities.

5-1-1 Improve equipment management and operating

system of the laboratories.
5-1-2 Conduct technical training for existing equipment

for academic supporting staff.

5-2 Support FOA staff training program in SDC.

The Faculty of Agriculture, UOJ

sustains the same strategic plan.

Necessary fuel and materials are

secured.

1) Experts:

-Chief Advisor/University Management,

-Agricultural Research/Agricultural Education,

-Coordinator, etc.

-Short-term experts for Problem Analysis, Research,

Education, Outreach.

2) Training in Japan (Short-term and Long-term)

3) Materials and equipment; Research material and

equipment, OA equipment related to online training,

Vehicles etc.

4) Expenses for project activities: Costs for teaching

materials and training/seminars, etc.

Inputs

1) Counterpart (C/P) personnel

2) Office space, furniture, utility and internet

3) Local Cost

4) Cost for operation of materials and equipment

introduced by the Project

5) Cost for taxes and duties

There will be no impact from

security, infectious diseases, etc.,

which may limit the activities.



別添資料3　Plan of Operation (PO)

Version 1

Project Title: Project for Research and Education Capacity Improvement in Dry Zone Agriculture at University of Jaffna Dated 31 January, 2023

Equipment

Training in Japan

In-country/Third country Training

Activities

Sub-Activities Japan UOJ

     Plan of Operation (PO)

Inputs 
Year 2022 2023 2024 2025 2026 2027

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ ⅡⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Remarks

Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅣⅢ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Actual

Plan 

Actual

Agricultural Research/Agricultural Education
Plan 

Actual

Expert

Vehicles for the Project
Plan 

Actual

Research/Education Equipment
Plan 

Plan 

Actual

Short-term Training for C/P in Japn
Plan 

Actual

Long-term Training
Plan 

Actual

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

2027 Responsible OrganizationYear 2022 2023 2024 2025 2026

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅣⅡ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Actual

1.1 Establishment of a working group for coordination, planning,

and implementation of the Project, and the Project Technical

Committee for efficient project activities.

Plan 
JICA UOJ

Actual

Actual

Plan 

Actual

1.4 Making a detailed action plan of implementation phase with

effective Objectively Verifiable Indicators for the next 4.5 years of

the Project.

Plan 
JICA UOJ

BLWG/

UOJ
JICA

JICA UOJ

1.2 Carrying out a baseline survey and analyzing the situation of

FOA.

1.3 Holding workshops to enhance the education, research,

outreach/social engagement, and management in FOA.

Plan 

Actual

Output 2: Academic staff’s teaching abilities for practice-oriented education in FOA are improved.

2.1 Improve the existing learning materials and develop text

books.

Plan Usami/

Ogata

Actual

Output 3: Research capability of academic staff is developed through researches on issues of dry zone agriculture.

3-1 Conduct trainings for academic writing and publications.
Plan Usami/

Ogata

Actual

Output 5: Management system to promote education and research is improved.

5-1Improve department management for education and research

activities.

Plan Ogata/

Usami

Duration / Phasing
Plan 

Actual

Monitoring Plan
Year 2022 2023 2024 2025

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2026 2027

Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Remarks

Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

Joint Coordinating Committee
Plan 

Actual

Monitoring

Submission of Monitoring Sheet 
Plan 

Actual

Set-up the Detailed Plan of Operation
Plan 

Actual

Actual

Monitoring Mission from Japan
Plan 

Actual

Plan 

Actual

Public Relations

Project Coordinator

Chief Advisor/University Management

Project Completion Report
Plan 

Actual

Reports/Documents

Actual

Post Monitoring 
Plan 

Actual

Joint Monitoring
Plan 

Usami/

Ogata

Output 4: Social engagement/outreach activities are strengthened.

3.2 Promote research collaboration (research showcase,

seminar, networking, etc.).

Plan 

Actual

Plan Usami/

Ogata

Usami/

Ogata

Actual

Ogata/

Usami

Plan 

4-3 Increase opportunities of student participations in

outreach activities.

Plan 

Usami/

Ogata

Usami/

Ogata

Plan 

4.1 Clarify roles and responsibilities of the outreach

committee FOA.

Actual

Ogata/

Usami

Ogata/

Usami

2-2 Conduct capacity development trainings of teaching skills.

2.3 Improve use of laboratory and equipment  (Develop Standard

Operating Procedures (SOP) and operational manual for the

equipment).

Actual

4-2 Promote social engagement activities with

governmental organizations, local communities and private

sector.

Usami/

Ogata

Usami/

Ogata

5-2 Support FOA staff training program in SDC.

Plan 

Actual

3-3 Develop the research strategy of the department

(workshop, seminar, training, etc.).

Actual

Actual

5-1-1 Improve equipment management and operating system

of the laboratories.

5-1-2 Conduct technical training for existing equipment for

academic supporting staff.

Plan 

Actual

Plan 

Actual

Plan 

Plan 

Output 1: Project implementation structure and detailed action plans are developed to enhance the fields of education, research, social

engagement/outreach and management of FOA.

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

Actual

Plan 

Actual

Short-term Experts (Research/Education/Outreach)
Plan 

Planning Implementation
Planning



スリランカ国「ジャフナ大学農学部による乾燥地域農業の教育・研究能力向上プロジェクト」 

詳細計画策定調査 

 

ワークショップ・プログラム概要 

 

１．日時： 

＜第 1 回＞2023 年 1 月 17 日（火）午後 1 時~15 時 30 分、19 日（木）午前 9 時 30 分～12 時 

＜第 2 回＞2023 年 1 月 19 日（木）午後 1 時~15 時 30 分、20 日（金）午後 1 時~15 時 30 分 

＜最終回＞2023 年 1 月 25 日（水）午前 9 時 30 分～12 時 30 分 

２．場所：ジャフナ大学農学部（キリノッチキャンパス）講義室 

３．目的： 実施フェーズ活動案作成のために学部内関係者の問題および改善ニーズを把握し（第 1 回、

第 2 回）、活動計画原案を作成する（最終回）。 

４．出席者（添付資料 1 の参加者リスト参照） 

 

５．プログラム概要： 

項目 内容 担当 
1 月 17 日（火）午後／1 月 19 日（木）午後 
開会 挨拶 

ワークショップの趣旨説明 
技術協力プロジェクトの概要説明 
PCM 手法の概要説明（※1/17 のみ実施） 

緒方チーフアドバイザー 
調査団（中村） 

関係者分析 インストラクション 調査団（中村） 
各学科およびユニットの基本情報、問題、ニーズ、
強み、対処策（※1/17 のみ実施）リストアップ 

調査団（中村） 
※各ワーク補助：専門家チ
ーム（緒方、宇佐見、高山） 各グループの分析結果の一部発表 

問題分析＆目的分析
①成果 2（教育）およ
び②成果３（研究） 

インストラクション 調査団（中村） 
成果 2（教育）「質の高い教育がなされていない」、
成果 3（研究）「研究者や学生が質の高い研究を行
うことが出来ない」原因の分析 

調査団（中村） 
※各ワーク補助：専門家チ
ーム（緒方、宇佐見、高山） 

1 月 19 日（木）午前／1 月 20 日（金）午後 
振り返り 前回のワークショップ結果の説明 調査団（中村） 
問題分析＆目的分析
①および②（続き） 

続き 
各グループの分析結果の一部発表 

調査団（中村） 
※各ワーク補助：専門家チ
ーム（緒方、宇佐見、高山） 

問題分析＆目的分析
③成果 4（アウトリ
ーチ） 

インストラクション 調査団（中村） 
成果 4（アウトリーチ）「アウトリーチ活動の数が
少ない」原因の分析 

調査団（中村） 
※各ワーク補助：専門家チ
ーム（緒方、宇佐見、高山） 

1 月 25 日（水） 
開会 挨拶 

プロジェクト、Baseline 調査結果の説明 
副学長、調査団長 
緒方チーフアドバイザー 

第 1 回、第 2 回ワー
クショップ結果発表 

ワークショップ結果の発表 調査団（中村） 
 

実施フェーズの活動
計画の発表 

実施フェーズの活動計画の発表 緒方チーフアドバイザー 

閉会 挨拶 JICA スリランカ事務所 

 



【目的系図（教育）】
Objective Tree/Education

Quality education

needs to be

improved.

Number of students

are being increased

gradually.

(Not Negative Card)

Preparation time for

class is secured.

Practice-oriented

education is more

provided.

Student-centered

teaching skills are

developed.

Awareness program

on open access and

resources

Improve the

physical materials

(class room)

Reduce staff's

teaching workload

Synchronization of

examinations with

lectures is reduced.

Provide field school

to students and

farmers

Sufficient hands-on

training is carried

out.

Provide Adequate

individual practical

experience

Learn subject

specific student-

centered teaching

skills

Early visit to farm to

enhance the

students

involvement in

practical knowledge

Promote

involvement of

students by group

assignments

Continuous

students' feedback

are taken into

consideration

Promote

independent

learning system by

using new reference

E-examination &

library access

Preparation of

detailed text books
Recorded lectures

Minimize the exam

schedule time

Provide adequate

training for

laboratory staff

Provide practical

knowledge and

skills to farm staff

Duration of

industrial training is

increased (At least

 3 months).

Equipment/ facilities

are maintained.

Collaboration with

government/

industry  is

enhanced.

Conduct small

group work

Justification &

rectification of

students practical

involvement

Technical staff need

to be trained

properly

Field visit to

industries is

improved

Procure adequate

tables and

consumarables

Prior visit to identify

industries



【目的系図（研究）】
Objective Tree/Research

Academic

staff/stuents

undertake quality

research to fullfill

regional needs and

issues.

Staff capacity to

handle & monitor

the instruments at

the labo is

increased.

Academic staff are

loaded with too

much aminstrateive

work.

JICA facillities are

fully ulilized.

Collaborative

research is

increased.

Academic staff get

more research

grant.

Involvement of

students is

increased.

knowledge about

operating the lab

equipment related

to research are

enhanced.

Increase of

manpower

/adequate staff and

suitable workload/

adequate academic

supporting staff.

Traning on

operation of

equipment in JICA

facilities is carried

out.

Have adequate

knowledge about

exchange program

Enough

interdepartmental

collaborative

research

Increasing number

of collaborative

research at different

scales

Experts

collaboration is

enough to do quality

research

Allocate fixed time

to spend time for

sound proposal

writing

More competent to

get international

research grant

Academic staff

obtain research

grant locally and

internationally

Communication

between supervisor

and research

students is

improved.

 Experience in

handling equipment

individually is

increased.

Training for the

academic

supporting staff is

carried out.

Training on

available equipment

is carried out.

Improving the

interaction with

other universities/

Institutions

Have enough

contact and

interaction with

other university or

institutions

Interdisciplinary

research is

activated.

Sufficient

coordination among

other institutions

and stakeholders

Enough experience

in writing good

research proposal

Offering trainings

for writing proposals

and research

papers

Training to improve

scientific writing

Enough network

/collaboration with

experts around the

world

Enough publications

in quality

journals/portals

Strengthen the

proposal writing skill

Establish healthy

connections with

other research

institutes

Able to identify the

source of

international

publications

Able to identify the

correct research

problems

Seeking research

grant from local

NGO

Look into research

grant from

International

funding agents

More access to

research database

Coordination

between research

students and

supervisor is

impoved.

Already available

network can be

actuated and

refreshed

Having adequate

amount of MOU

with other

institutions

Enhancement and

upgrading the

homepage\

Organizing and

participating in

conferences and

workshops

Conduct periodical

meetings to identify

the issues with

stakeholders

Form MOU/MOA

with other

institutions

Academic staff have

enough training in

manuscript writing

and publishing

Enough exposure

and training for

academic writing

and publishing

Enough scientific

writing skill

Having access to

online academic

resources/Journals

Having enough

access to analytical

software necessary

for quality

publication.

Scientific writing

methods in

practical/

assignment (for

regular use)

Collaboration with

JICA experts to

write sound

research proposals

Collaboration with

local and

international

organizations or

institutes to write

sound proposals

Training to make

use of existing

equipment

More

encouragement

locally/

internationally

=Detailed information

Form individual

networks with

experts with other

institutions

Sufficient initiatives

for collaboration

with other

institutions

Have enough

access to most of

the database and

virtual portal

Workshop on sound

budget making

Workshop on sound

proposal writing

Training to write

sound research

proposal

=Selected Approach

Red sentences =Selected activities

Institutions

- Government

Institutes

- Sri Lankan

Universities

- Overseas

Universities

- Int'l Research

Institutes

- NGO

Attend international research conference



【目的体系図（社会連携）】

Objective Tree/Outreach

Social engagement/
outreach activities
are strengthened

Curriculum is rigid
and not flexible and
not having room to

accommodate
outreach activities

Outreach activities
are organized
institutionally.

Knowledge, skills
and research
outputs to be

outreached to the
society are well

managed.

Social engagement
activities are carried

out.

Promote
engagement of staff

and students*
outreach activities

Opportunities that
departments/Facult

y organized the
social engagement/
outreach activities

are increased.

Increase industry
based research

Research outcomes
are marketed to the

society.

Expand
collaboration with

industries

More MOUs with
outsiders

Collaborative
research and

product
development
through UBL

Logistic facilities are
limited to carry out
outreach activities

Good collaboration
with industry for

outreach activities

Plan for
collaboration with

schools is
implemented.

Individuals/
academics are not
much enthusiastic
in outreach due to

other commitments

Organising
collective works

Committee or
organized body

found to organize
outreach activities is

set up.

Bi-monthly event on
extension

department of
agriculture

Provide popper
announcement and

notification

Provide sufficient
opportunities for the

students for
outreach

Develop/Update
activity calendar
annually to have

workshop/seminar
/training per
department

e.g.) annual village
camp

Organize outreach
activities in

collaboration with
other universities or

organizations.

Increase the
number of

workshop and
seminar to share

our research
findings with

farmers

Initiate novel
symposium

Problem based
research activities
are increased.**

Activity knowledge
bank

Organize exhibition
on "New research

findings in a simple
manner to
societies"

Promotion and
exposure of faculty

research

UBL cell is fully
devoted and

focused in outreach
community based

activities

No resource person
available or
assigned to

organized the
outreach activities

Lack of industry-
institution

collaboration
research efforts

Link with past
graduates working
in high position of
industries to get

opportunities

Intervene with local
industries to find

out their needs and
organized programs

collectively/
individually.

Involve industries in
research activities

Increase the
duration of

industrial training

Good
communication

among departments

Excellent
administrative
organization

Development of
information

communication
center

Outreach activities
are included in the

curriculum

Set the criteria for
selecting

experienced
farmers for

experiential learning

More MOUs with
outsiders

Organize monthly
meeting with

farmers

Include farmer
based activities in

practical

Strategic plan of
social engagement
/outreach activity in

Faculty of
Agriculture is
developed.

No/less support
from  government to
carry out outreach

Build good
relationship with

Alumni group

No/less
coordination found
between different

disciplines to initiate
outreach

Infrastructure
facilities are
improved.

Enough financial
resources

Less academic load
Set the same goals
for community and

curriculum

Align government
needs and

curriculum to the
same line

**Developing the
new varieties are
not the university's
matter

**Climate resilience
research is
connected
outreach.

Activating outreach
committee

*Due to the
research periods,
students collect all
the farmers' data
(problems, needs)

*Students visit the
farm and identify
the farmer's
problems an
diagnoses the
animal's disease
and give the
solution to the
farmers for their

*Less interest of
students to involve
in social
engagement
because they
prioritize only
academic sector

*Voluntary service
activities (helping
farmers, field
workers) which are
conducted by
students are very
less due to lack of
time

=Selected Approach

Red =Selected activities
=Detailed information
=Unchanged problem cards

* =Additional information about marked (*) keyword or sentence

Relevant institutions
School, Agrarian dept., DOA, DAPH,
Farming communities, UBL, NGOs, other
national universities



【問題系図（研究）】

Problem Tree/Research

Academic
staff/stuents are

unable to undertake
quality research to

fullfill regional needs
and issues.

Regional needs are
not well addressed.

Insufficient staff to
handle & monitor the

instruments at the
labo.

Academic staff are
loaded with too much
aminstrateive work.

JICA facillities are
not fully ulilized for

the maximum
benefit.

Limited interest of
students forwards
academic activities

There are few
collaborative

research.
Limited scientific skill

Difficult to get
research grant

Research period is
not enough.

Insufficient
involvement of

students.

Difficult to get
chemical and

equipment

Lack of cooperation
of technical officer

Insufficent
knowledge about
operating the lab

equipment related to
research.

Lack of manpower
/Inadequate staffs

and workload/
Inadequate

academic supporting
staff.

JICA facilities lack of
traning on operation

of equipment.

No/Little knowledge
about exchange

program.

Not enough inter-
departmental
collaborative

research.

Expert collaboration
is not enough to do

quality research

Not competent
enough to get
international

research grants

Not enough research
grant opportunity

Most of the research
grant are temporarily

suspended.

Lack of
communication

between supervisor
and research

students.

Unavailavility of
chemical

continuously and on
time

Not enough
experience in

handling equipment
individually.

Inadequate training
for the academic
supporting staff.

Inadequate training
on available
equipment.

Having less contact
and interaction with
other university or

institutions

Not enough
experience in writing

good research
proposal

Limited scientific
writing skills

Academic staff lack
training in

manuscript writing
and publishing

(proposals).

Lack of networking
facilities

Lack of connection
between other

research institutes

Inability to identify
the source to
publication in
internationally

Inability to identify
correct research

problems

Insufficient net
surfing capability

lack of access to
research database

Lack of resources
needed for research

(advanced
instruments,

analyzing software,
fund for travel)

Inadequate
coordination between

research students
and supervisor

Not having enough
MOU with other

institutions

Academic staff lack
of training in

manuscript writing
and publishing

Lack of knowledge
data & reserve

Not proper guidance
for students

Not enough training
research activity

No proper
encouragement

locally/
Internationally

= Selected core cards for oblective analysis

Lack of international
relationship



【問題系図（教育）】修正版
Problem Tree/Education

Quality education
needs to be
improved.

Number of students
are being increased

gradually.

Not enough time to
prepare for class.

Limited interest of
students forwards
academic activities

Practice-oriented
education is not fully

provided.

Insufficient student-
centered teaching

skill.

Physical disturbance
due to long travelling

time

Subject specific
training is not given.

Not enough
opportunity to
exposue new

analytical toos and
software

Lack of commitment

Limited number of
new references

Synchronisation of
examinations with

lectures

On-hands training
are not enough.

Not enough training
to coduct practical

session in
interesting way

Student feedback is
not reflected to

improve the class.

Difficult to get timely
guidance and advice
from subject matter

expert.

Software licence are
limited.

Laboratory
equipment are not
well maintained.

Duration of industrial
training is not

enough.

Lack of collaboration
with government/

industry to improve
practical experience.

Limited opportunities
for staff training

Lack of knowledge
and practice to

handle the
equipment and

istrument provided.

= Selected core cards for oblective analysis
= Selected core cards for oblective analysis



【問題系図（社会連携）】
Problem Tree/Outreach

Social engagement/
outreach activities

are limited.

Curriculum is rigid
and not flexible and
not having room to

accommodate
outreach activities

Staff and students*
mostly engage in
outreach activities
on event/individual

basis.

Knowlede, skills and
research outputs to

be outreached to the
society are not

managed.

Social engagement
activities are not

carried out.

Individuals/
academics are not

much enthusiastic in
outreach due to

other commitments

No committee or
organized body

found to organize
outreach activities

Limited
collaboration with
extension centers.

There are no proper
announcement and

notification**.

Limited
opportunities for the

students for
outreach

Opportunities that
Faculty organized

the social
engagement

activities are limited.

Lack of industry
based research

Research outcomes
are marketed to the

society.

Lack of industry-
institution

collaboration
research efforts

Poor relationship
with outsiders.

UBL cell is not
primarily focused on

oureach

Logistic facilities are
limited to carry out
outreach activities

Lack of industry-
institution

collaboration
research efforts

Limited network with
schools

No/less coordination
found between

different disciplines
to initiate outreach

Infrastructure
facilities are
improved.

Lack of financial
resources

Unavailability of
information

communication
center

Outreach activities
are not included in

curriculum

No criteria for
selecting

experienced farmers
for experiential

learning

Not enough MOUs
Not enough problem

based research

Not enough
promotion of

research

Lack of information
regarding staff

capacity

Marketing facilities
for new technologies

developed are
limited.

No resource person
available or
assigned to

organized the
outreach activities

Lack of industry-
institution

collaboration
research efforts

Less time period for
social engagement
such as experiential
learning for students

Too much academic
load

Curriculum is rigid
and not flexible and
not having room to

accommodate
outreach activities

There is no plan of
social engagement
/outreach activity in

Faculty of
Agriculture

No Full-fledged
extension division is
found to take up the

outreach tasks

No/less support
from  government to
carry out outreach

Lack of developed
industries

*Students visit the
farm and identify the
farmer's problems
an diagnoses the
animal's disease
and give the solution
to the farmers for

*Less interest of
students to involve
in social
engagement
because they
prioritize only
academic sector

*Voluntary service
activities (helping
farmers, field
workers) which are
conducted by
students are very
less due to lack of

= Selected core cards for oblective analysis
* = Additional information about marked (*) keyword or sentence

**Notification to
-Research officers
-Extension officers
-Farmers
organization
-Marketing units
-Grama Nilathari



別添資料5　署名済みM/M

































別添資料 6 面談録 

日時： 2023 年 1 月 24 日（火）11:50～13:00 

場所： University of Jaffna /Jaffna 

面談先： Prof. S. Srisatkunurajah, Vice-Chancellor, University of Jaffna（Project Director） 

Prof. S. Vasantharuba, Dean, Faculty of Agriculture, University of Jaffna (Project Manager) 

日本側： （調査団）大嶋（団長）、浅沼*（大学支援）、市川（協力企画）、中村（評価分析） 

（専門家チーム）緒方専門家、（JICA スリランカ事務所）伊藤所員、Nissanka 氏 *オン
ライン参加 

 

団長より詳細計画策定調査団の日程および目的について説明した。 

Srisatkunurajah 氏（VC）から、無償資金協力による研究棟ならびに研究施設の建設支援に関し、日本

国民ならびに政府に感謝の意が述べられた。数学分野の研究者で過去に訪日経験あり、日本の技術協力

に高い期待を寄せている旨、話があった。 

今後の予定について、翌日（1/25）にジャフナ大学農学部の Wrap-up ワークショップで活動案を合

意し、1/31（火）にコロンボで JCC を開催、詳細計画調査の M/M 署名することに了解を得た。 

また、活動に必要な供与機材（特に車両を含む本邦調達機材）について、スリランカ側の予算措置が

必要であることから、予算手続きに必要な情報として、プロジェクトの総事業費の概算見込みなどの情

報を教育省、財務省とも適宜共有するので、スリランカ側が確実に今後必要な措置を取ることについて

ジャフナ大学からの合意を得た（M/M に記載）。 

1/31（火）16:15 から開始予定の JCC 終了後に M/M 署名を行う予定とし、M/M の最終案は 1/30

（月）早朝にジャフナ大学、教育省に共有し、必要に応じて、30（月）もしくは 31（火）午前中に協議

を持つこととした。 

（了） 

日時： 2023 年 1 月 27 日（金）10:00～11:00 

場所： Ministry of Education /Colombo 

面談先： Ms. Deepa Liyanage, Additional Secretary (Development), Higher Education Section 

Mr. G. M. R. D. Aponsu, Director (Planning), Higher Education Section 

Ms. A. K. Eraudi, Deputy Director (Planning), Higher Education Section 

日本側： （調査団）大嶋（団長）、市川（協力企画）、中村（評価分析） 

（専門家チーム）緒方専門家、宇佐見専門家、高山専門家 

（JICA スリランカ事務所）伊藤所員、Nissanka 氏 

Mr. Aponsu より本プロジェクト実施の背景ならびに会議目的の説明後、団長より詳細計画策定調査

団の日程および目的の説明を行った。特に、車両を含む機材供与にあたり、スリランカ側の円滑な予算

措置を依頼するともに、プロジェクト活動におけるジェンダー平等化ならびに女性のエンパワーメント

の促進について配慮を依頼し、合意を得た。 

Ms. Liyanage からプロジェクトのターゲット（アカデミックスタッフ）の人数、期間について質問を

受け、農学部全 6 学科のアカデミックスタッフ 39 名に加え、圃場や図書館、コンピューター室など非

アカデミックスタッフや、生徒や農民も間接的な受益者であり、教育、研究、アウトリーチ、運営の 4

つを軸としていることを説明した。スリランカも日本同様、気候変動リスクの高い国であり、大統領も

国連で気候変動への適応を宣言している。特に、乾燥地域の多くの住民は農業に依存しているため、気

候変動に脆弱な農民に対する支援は非常に重要と考える。また、教育省は気候変動を学ぶ大学を国際共

同事業として行う計画があるとのこと。 

ジャフナ大学が学部をキリノッチに移転した時、教育省や大学は、大学はタウンシップ（ジャフナ大

学の場合はキリノッチ）や周辺地域や住民の発展に貢献するものというコンセプトがあった。実際に何

か計画が実行されたわけではないが、教育省が財務省からジャフナ大学内の宿舎建設の支援や無償資金



協力を受け時も同じように考え、財務省からも大学の圃場のワーカーは教育省が管轄する大学の Cadre

からではなく地域から雇用するよう求められるなど、教育省も大学の成果をどのように学外に届けるか、

同コンセプトを今後も発展させていく予定。特に、本プロジェクトは乾燥地域の農業研究であり、間違

いなく研究成果は周辺住民に裨益すべきで、彼らが研究の成果をベースに事業を発展させるべきである。 

団長より、本プロジェクトでは研究者の日本への長期・短期研修も含んでおり、既に長期研修員につ

いても選定が進んでいる。また、農業分野に特化している訳ではないが、JICA には日本での博士号が取

得可能な奨学金制度が他にもあるので、プロジェクトでも情報共有を行っていきたいとの説明。 

教育省からは、本プロジェクトは乾燥地域を対象にしているので、北部地域だけでなく中部地域には

Rajarata 大学などもあり、ぜひ視野に入れてもらいたいとの要請あり。既に緒方専門家は Rajarata 大学

から招聘を受け訪問済みで、講義も依頼されており、学内だけでなく大学間の共同研究も本プロジェク

トの活動に含まれている。JISNAS という日本の大学の農学系研究者によるネットワークからの支援も

あり、本プロジェクトがプラットフォーム的な役割を果たす可能性があることで意見が一致した（M/M

記載）。 

活動計画案はジャフナ大学農学部の全職員を対象にワークショップを行い、意見を集約し合意に至っ

た結果であるが、面談終了後、M/M 案とともに電子データを共有するのでコメントがあれば、1/30（月）

までにもらえるよう依頼し、1/31（火）に行われる JCC 会議終了後に教育省次官の署名をお願いした。 

Ms. Liyanage から、JCC 会議の参加者について、乾燥地域の農業や農業全般にかかるプロジェクトは

多数あり、環境省は経験が豊富で、他のプロジェクトの成果が本プロジェクトを実施する時に重要とな

るかもしれないため、JCC 会議の参加者に関連省庁として環境省を追加する提案があった（M/M 記載）。

農業省や農業局は主管庁だが、昨今は環境省も多くの農業案件を実施しており、調整できたらよい。ま

た、JCC やジャフナ大学のワークショップに、他大学も試験的に参加してもらい、経験やアイデアに少

しでも触れる機会を作ってはどうかとの要請があった。JCC 会議に多くの関係者に参加してもらう可能

性はあると思うが、開催にあたり大学側の費用負担もあるため、今後検討することを確認した。 

活動に必要な供与機材について、既に農学部各学科からの要望を調査し、今後優先順位をつける段階

にあるが、今回詳細計画策定調査で合意する R/D 案には、詳細なリストではなく、車両、ラボラトリー

用器材、圃場用器材、消耗品、実験用ガラス器具、薬品などのカテゴリーのみを記載したリストを作成

したこと、車両は活動に使用する目的でスリランカ側に引き渡されることを説明。教育省からは、特に、

車両の調達にあたって必要なスリランカ側負担の税金に関する予算措置について、Special Projects とし

て ERD の Budget line に計上されていないが、既に ERD と調整済みで、予算の措置は可能という話に

なっている。今後の予算手続きに必要な情報として、プロジェクトの総事業費の概算見込みなどの情報

を調査団より今回共有し、スリランカ側のスムーズな予算措置手続きを依頼し合意を得た。 

（了） 

日時： 2023 年 1 月 27 日（金）14:00～15:00 

場所： Department of External Resources, Ministry of Finance /Colombo 

面談先： Mr. Sampath Manthrinayake, Additional Director General, Dept. of External Resources (ERD) 

Mr. Wasantha Dharmasena, Director – East Asia Division, ERD 

Ms. Sewwandi Amarasekara, Deputy Director, East Asia division, ERD 

日本側： （調査団）大嶋（団長）、市川（協力企画）、中村（評価分析） 

（専門家チーム）緒方専門家、宇佐見専門家、高山専門家 

（JICA スリランカ事務所）伊藤所員、Nissanka 氏 

団長より、本プロジェクトならびに詳細計画策定調査団の目的、進捗について説明した。既に基本計

画策定調査でプロジェクトを開始するための R/D は締結済みであるが、今回調査でプロジェクトの活

動詳細の決定を受けて、R/D の改定を行うこと、また、今回はプロジェクト活動に必要な供与機材リス



トも含まれ、車両などの調達にあたって必要なスリランカ側負担の税金に関する予算措置について協力

を依頼した。財務省からは 2023 年予算には未計上だが、2024 年に向けてフォローアップするとの回答

を得た。専門家より、供与車両は北部乾燥地域における研究およびアウトリーチ活動を行うために必要

なもので、車種については今後ジャフナ大学と検討のうえ、決定次第、報告をする旨が伝えられた。 

財務書からは、プロジェクトが提供する技術について質問があり、専門家より農学部の研究分野やア

ウトリーチ活動の計画が説明された。また、JISNAS の支援やスリランカでの研究に関心を持つ日本人

研究者がいることなどの紹介があった。大学が研究や教育を行うために資金が必要なことは重々承知し

ているが、民間と連携し、研究を通じて商品開発を行い、利益を得るなどの努力も必要で、日本側から

も後押しして欲しいとの要望があった。 

予算措置を円滑に進めるため、日本側チームの要望として、ERD に R/D 署名者になってもらうよう

打診し、R/D 案の内容をみて検討するとの回答を得た。 

（了） 


